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労働相談活動のまとめ 

２０１５年３月２日 
高知県労働組合連合会（高知県労連） 

 
高知県労連は労働相談センターを設置し専任の相談員を配置し、職場の問題の解決に努めています。今後

の相談活動に活かすために、この間の相談内容をまとめました。 

 

１．相談内容の分析 

（１）高知県労連の統計数値は 2008 年からしかありませんが、近年は 270 件の相談が寄せられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国的には 2008 年 9 月のリーマンショックとそれを受けた派遣切りを背景に 2009 年が相談のピークとなってい

ます。しかし、2010 年から相談件数が減少しています。 

高知県労連は、2009 年暮れから「あったか村相談会」を始め、翌年からは県下的に相談活動を行ってきました。

また、毎月 1 回の街頭宣伝、ホームページでの宣伝、そして昨年はラジオＣＭを流すなど窓口を知らせる活動を

旺盛に展開し、これが奏功してか全国のような大幅な相談件数の減少にはなっていません。 

県下各地での共同の相談会の開催を通じて、相談団体間のネットワークも広がっており、今後も相談窓口の宣

伝の徹底や連携の強化が求められています。 

 
（２）相談活動を通じた組合加入は、相談者の 10％を切る状況が続いています。相談に訪れる労働者の状態悪

化が進んでいることが推測されると同時に、相談を受ける側の「組織化」への問題意識の再確認も必要となってい

ます。 

 相談者の抱える問題解決を目指すと同時に、真の解決は「職場に労働組合を作り、日常的に要求活動を行う

こと」の立場から積極的に組合加入を呼びかけています。しかし、実際は解雇を受けてからの相談や少

人数職場からの相談が多く、まとまった組合結成につながらないのが実態です。 
問題解決したら組合を辞める実態もあり、組合員の助け合いの全労連共済を活用した組合員としての

  全労連 高知県労連 

  相談件数 加入者数 比率 相談件数 加入者数 比率 

1998 年 3,300           

1999 年 4,100           

2000 年 6,505 271 4.2       

2001 年 8,709 426 4.9       

2002 年 11,727 511 4.4       

2003 年 11,115 349 3.1       

2004 年 10,772 813 7.5       

2005 年 12,116 828 6.8       

2006 年 13,682 934 6.8       

2007 年 18,829 2,326 12.4       

2008 年 22,719 2,015 8.9 200 7 3.5 

2009 年 29,057 3,294 11.3 285 28 9.8 

2010 年 19,270 1,309 6.8 281 42 14.9 

2011 年 18,710 1,590 8.5 290 30 10.3 

2012 年 18,580 1,228 6.6 242 26 10.7 

2013 年 19,925 1,854 13.7 270 18 6.7 

2014 年 17,848   271 24 8.9 
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定着化をより進めることが必要となっています。 

 
 
（３）相談者の性格 
１）相談者の県内の内訳は、男性 40.2％、女性 59.8％。全国は男性 51.7%、女性 50.0%となっており、

女性の比率が高くなっています。 
 
２）相談者の年代は、県内は２０代 5.9％、３０代 13.7％、４０代 18.5%、５０代 24.0％、６０代～12.9％、

不明 25.1％となっています。全国は～２０代 18.6％、３０代 27.1％、４０代 29.5%、５０代 18.8％、６

０代～8.6％となっています。 
県内は不明が多いためそれを除いた数値で比較すると、県内は２０代 7.9％、３０代 18.2％、４０代

24.6%、５０代 32.0％、６０代～17.2％となります。県内は、全国と比較して 20 代、30 代の相談者の比

率が低く、50 代、特に 60 代の相談者の比率が高くなっています。また、昨年と比較しても、50 代、60
代の相談者の比率は高くなっています。中高年の置かれている生活、雇用の事態の厳しさが伺えます。 
また、20 代、30 代の若い層へ、特に非正規労働者への働きかけの工夫が求められます。 
 

 高 知 ２０１１年 比率 ２０１２年 比率 ２０１３年 比率 ２０１４年 比率 

男性 134 46.2 116 47.9 129 47.8 109 40.2 

女性 153 52.8 126 52.1 141 52.2 162 59.8 

不明 3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

小計 290 100.0 242 100.0 270 100.0 271 100.0 

正社員 118 40.7 77 31.8 129 47.8 111 41.0 

非正規 67 23.1 71 29.3 92 34.1 100 36.9 

 パート・契約等 47 16.2 62 25.6 66 24.4 77 28.4 

 臨時・嘱託 12 4.1 6 2.5 17 6.3 19 7.0 

 派遣・請負 8 2.8 3 1.2 7 2.6 4 1.5 

 その他 0 0.0 0 0.0 2 0.7 0 0.0 

不明 105 36.2 94 38.8 49 18.1 57 21.0 

小計 290 100.0 242 100.0 270 100.0 271. 100.0 
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３）相談者の雇用形態の内訳は、県内は正規 41.0%、非正規 36.9%、不明 21.0%となっています。全国

は正規 53.1％、非正規 43.4％となっています。 
県内は昨年と比べて、非正規労働者からの相談が若干増えました（昨年は正規 47.8％、非正規 34.1％）。 
県内は不明が多いためそれを除くと、正規 51.9％、非正規 46.8%となり、非正規の相談が全国と比べ

高くなっています。 
 

４）相談者の勤める会社の事業組規模は、県内は～２９人 38.4％、３０人～９９人 16.6％、１００人～

２９９人 7.4%、３００人～９９９人 0.0％、１０００人～0.0％、不明 37.6％となっています。 
 全国は～２９人 55.6％、３０人～９９人 22.1％、１００人～２９９人 11.4%、３００人～９９９人 8.4％、

１０００人～5.5％となっています。 
 県内は、不明が多いためそれを除くと、県内は～２９人 61.5％、３０人～９９人 26.6％、１００人～

２９９人 11.8%、３００人～９９９人 0.0％、１０００人～0.0％となり、全国と同じ傾向となります。 
 
５）相談に至る経路は、マスコミ 13.7％、ビラ・看板 2.6％、団体・知人の紹介 28.4％、電話帳 14.0％、

インターネット 17.0％、その他 0％、不明 22.5％となっています。 
全国はマスコミ 3.0％、ビラ・看板 2.7％、団体・知人の紹介 13.6％、電話帳 3.7％、インターネット 75.9％、

その他 3.5％となっています。 
 県内はマスコミ、団体・知人の紹介が全国と比べて比率が高くなっています。昨年との比較でもこの

２つの比率が増えています（１３年マスコミ 10.0％、団体・知人の紹介 25.2％）。 
全国はインターネットがダントツで多くなっていますが、これは神奈川、千葉、愛知、大阪、福岡な

ど大都市圏で突出して多いためです。 
 県内は、インターネットの相談が昨年の 23.3％から落ちましたが、若者からの相談を増やすためには

有効であり、引き続き強化して行くことが重要です。 
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（４）相談内容の内訳のここ３年間の推移が次の図表です。全国は１位は「賃金・残業等未払」、２位は

「セクハラ・いじめ」、３位は「労働時間・休暇」」、４位は「解雇となっています。 
高知県は１位から「労働時間・休暇」、「賃金・残業等未払」、「解雇」、「セクハラ・いじめ」の順となっ

ています。 
 特に、長時間労働、休みが取れないなどの「労働時間・休暇」が増えたのが特徴です。また、全国と

比較して、解雇問題が多いのも特徴です。 
 
全国 2012 年 2013 年 2014 年 

解雇 12.9 11.4 9.5 

退職の強要・勧奨 6.9 6.6 6.1 

賃金・残業等未払 17.2 18.5 17.8 

労働契約違反 5.9 6.3 6.6 

社会・雇用保険 3.4 3.3 3.1 

配転・出向・転籍 1.8 1.5 1.5 

労働条件切リ下げ 6.3 6.7 6.0 

労働時間・休暇 8.8 9.8 10.9 

セクハラ・いじめ 11.4 11.2 16.9 

倒産・工場移転 0.6 0.7 0.7 

労災・職業病 5.5 5.2 3.5 

その他 19.3 18.8 19.8 

  100.0 100.0 100.0 
 

高知 2012 年 2013 年 2014 年 

解雇 15.3 16.3 17.3 

退職の強要・勧奨 2.1 4.4 4.1 

賃金・残業等未払 22.3 17.4 18.1 

労働契約違反 2.9 5.2 7.4 

社会・雇用保険 2.1 3.7 5.5 

配転・出向・転籍 0.8 0.4 3.3 

労働条件切リ下げ 6.2 6.3 3.0 

労働時間・休暇 15.7 12.2 20.3 

セクハラ・いじめ 13.6 17.8 11.8 

倒産・工場移転 0.8 0.0 0.4 

労災・職業病 5.0 6.7 6.3 

その他 13.2 9.3 2.6 

  100.0 100.0 100.0 
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2011年 12.8 5.2 18.6 6.1 3.6 1.6 5.9 7.4 9 1.1 3.7 25.1
2012年 12.9 6.9 17.2 5.9 3.4 1.8 6.3 8.8 11.4 0.6 5.5 19.3
2013年 11.4 6.6 18.5 6.3 3.3 1.5 6.7 9.8 11.2 0.7 5.2 18.8
2014年 9.5 6.1 17.8 6.6 3.1 1.5 6.0 10.9 16.9 0.7 3.5 19.8
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２．期間 ２０１０年～２０１３年 相談（件数）の多い事例紹介 

 
（１） 解雇（ブラック企業関係？）事例 

 
①ある病院の配膳業務等の請負会社で、正規社員として５年間勤務している。３００人程度の入院患者

の配膳を６人（うち１人はパート雇用）で任され切り盛りしている。上司はほとんど現場（就業場所）

には来ず、勤務表まで作らされている。多忙を極め人手が足りず、ここ２カ月間は休みなしの状態。「体

が持たない」と上司に訴えるとその上司は、「死ぬまでやれ」と人間扱いしない。我慢も限界で、働きた

いが、働くことができない状態に追いやられている。転職したい。が、せめて自己退職ではなく会社都

合の退職にできないか。  
 
②あるサプリメント製造・販売会社で、事務職として１０年以上勤務している。日常的に、本来業務に

加え、同僚職員（他の２人）とともに交替（当番制）で、社長宅の掃除や洗濯、料理作りなど家政婦の

ような仕事をやらされている。ある日、当番になっていた同僚職員が欠勤したため社長宅の仕事ができ

なかった。これに社長が立腹し、あなたも同罪と、解雇をされた。解雇を認めなければならないか。 
 
③旅客運送（業）会社で正規雇用された。勤務シフトがなく、バスやタクシー乗務、事務作業など、掛

け持ち業務をやらされている。バスやタクシー勤務時には、運行（ハンドル）時間しか賃金が支払われ

ない。疑問を感じながら働く中で、ある日（朝）、勤務すると突然、会社から、「あんたには、能力がな

い。会社に来ても仕事ないで。」と、脅しをうけ、解雇された。会社に、都合良く使われ、まったく納得

のいかない解雇（理由）で、切り捨てられた。 
 
④大手企業・子会社の契約（営業）社員として、５年間勤務してきた。営業活動が得意のうえに努力を

し、営業成績も上位の成績。雇用契約は、毎年（反復）更新。こうしたもとで、突然の病気で入院。治

療も順調に推移し、病気もほぼ、回復。主治医の「就労可能」とする診断をもとに、当該会社に対し、

復職の意思表示を行うも会社は、完全回復が見込めないとして復職を拒み解雇。正社員と同一職種にも

関わらず、不安定雇用、低賃金で働かせるだけ働かせておいて、病気になれば切り捨てることに納得が

いかない。 
 
⑤農機具販売会社の正社員として勤務。先代社長に認められ役職につくなどして、会社に貢献してきた。

この業界に経験がない素人同然の新社長就任後、業務運営をめぐって、新社長に「俺のやり方にそむく」

として解雇された。しかし、この解雇は、あまりに正当性がなく乱暴すぎて、同社長が謝罪のうえ、解

雇を撤回、復職した。しかし、その後においても社長の姿勢は変わらず、会社の動向を盗聴したなどと、

新たな理由を加えられ２度目の解雇をされた。 
 
（２）賃金・残業代未払い、長時間労働問題をめぐる事例 

 
①製造業会社に勤務している。会社から、一方的に日給制から出来高払制に賃金体系を変更された。「一
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つ作ってナンボ（制度）」になって、賃金（収入）は激減。出来高払い制にされて保障給もなく最低賃金

を下回っても会社は、その差額を支払わない。法律違反ではないか。このまま、我慢しなければならな

いのか。 
 
②セルフサービスのＧＳ（ガソリン）スタンドで、６カ月間の雇用契約で勤務している。当初の勤務（時

間）は、午前８時～午後４時まで。時間給は８００円。会社都合で、一方的に、午後８時～翌朝８時ま

での夜勤を命じられた。しかし、時間給は、８００円そのままに据え置かれ、１勤務１２時間という長

時間労働を強いられている。深夜割増し賃金（２５％）を含む４時間分の残業代も支払われない。転職

も考えているが、会社に対し、未払い賃金・残業代の請求と長時間労働の改善を求めたい。  
 
③公共工事請負会社で働いている。ある日突然、社長が全従業員を前にして、「会社がつぶれる。金がな

いので、払えない。個人で国の立て替え払い制度を使ってくれ。」といわれた。賃金は２カ月分以上未払

いになっている。会社がつぶれるのは止めようがないし、次の仕事を探すことにしている。たちまち生

活に困るので、未払賃金を支払ってもらいたい。国が保障してくれるのか。 
 
④自治体（財団法人株式会社）が、経営する地場産販売所で、臨時職員として働いている。業務実態は、

販売物品の製造・販売をしているので、長時間労働が常態化している。１００時間以上の残業代の未払

いがある。会社は、残業時間の上限６０時間分しか支払わないと言っている。残り４０時間分の残業代

（請求）は、あきらめないといけないか。 
 
⑤国の「地域再生中小企業創業助成金制度」を活用し、新規に開店した飲食店で、働いている。この助

成金制度を活用するにあたり、オーナーから店長にするからと名義貸しを頼まれ仕方なく承諾した。開

店後の営業状態は芳しくなく、経営不振に陥り、賃金（手取り）は、１カ月７万円～８万円になった。

とても生活できない状態を強いられている。オープン前にオーナーが約束していた賃金（額）１カ月１

５万円からして、その差額を請求したい。 
 
（３） パワーハラスメント問題をめぐる事例 

 
①金融関係会社で正社員として働いている。長年、従事してきた職種から、何ら研修もないままに、別

の職種に替えられた。一週間ほど経って、そこの上司から、「相当な努力がない限り、以前退職をした社

員のように退職をするしかない。新たな道をさがしているか。」と言われ、また、別の上司からも勤務中

に背後から監視やつけ回しをされ粗探しもされている。会社ぐるみで、ひどいパワハラをうけ、退職に

追いや込まれている。我慢をしてきたが、不眠状態が続き、食欲不振、勤務意欲も無くなり、「うつ病」

を発症し、病院にかかって治療を受けている。同僚との関係は良いし、会社は辞めたくない。会社は、

早くパワハラをやめてほしい。働きやすい職場環境をつくってほしい。 
 
②大型量販店に勤務している。採用後１カ月ころから、同僚から、「あなたと血液型が違うので、性格が

合わない。」と中傷され、連日、いやがらせやあてつけがましい仕打ちを受けている。この同僚とは、毎
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日顔をあわせ、一緒に仕事をしているので、精神的にまいっている。店長に相談して、配置換えをして

もらうよう訴えているが、問題にしてくれない。働きたいので、別店舗での勤務や配置換えをしてもら

いたい。今のままの状態では、耐えられないので、退職するしかない。                       
 
③高校新卒し、はじめて食品加工・販売会社に就職をした。仕事慣れがせず、不安な状態で働いてきた。

働き出して、半年後（ころ）、同じ作業現場の数人から、仕事中や休憩中を問わず、頻繁に「やめろ、死

ね」などの暴言とともに殴る蹴るなどの暴行を受けてきた。現場の上司もパワハラを知っているのに加

害（行為）者に注意をしない。ある日、仕事中に同様のパワハラをうけ、あまりのショックに耐えきれ

ず、倒れて病院に搬送された。直後に「うつ病」を発症し、休職している。再起不能のような状態。も

う、職場には戻れない、退職するしかない。会社責任を問えないか。労働災害認定申請はできないか。 
 
④医療関係の職場で、５年を超えて勤務してきた。上司からの業務指示があいまいな中、職員間で、担

当業務は違っても繁忙時には、お互いが自発的に補助し合って仕事をしてきた。日常的に、上司がきち

んとした業務指示を出すことなく、職員同士で勤務割りをし、仕事をこなしてきているもとで、その上

司が、同僚職員に「それは、あなたのする仕事ではない。○○さんにやらせなさい。」と、侮辱され、い

かにも手抜き仕事をしているかのような疑いをかけられ非常にショックを受けた。上司は、お気に入り

の職員だけを優遇し、常に無視され冷たくあしらわれてきていたし、今回の出来事で我慢も限界になっ

た。使用者都合による退職にしてほしい。 
 
⑤委託業務でチームを組んで研究開発の仕事をしてきている。しかし、実際には、メンバー間で、研究

成果の競い合いになっている。メンバーの中で、より多くの研究成果につなげているが、同僚（研究者）

からは、やっかまれ村八分的な立場に追いやられるなどのいやがらせ（アカデミックハラスメント）を

受けている。しかも研究データーの盗み撮りや消去などの被害も被っている。何とかやめさせたい。お

互いが尊重し合える民主的な職場にしたい。 
 
（４）その他の事例 

 
 年休が取れない。「うちの会社には、年休（制度）がないと言われた。今度、退職するが年休は取れな

いか」など年次有給休暇の取得問題をめぐる相談も少なくない。雇用契約時に書面による賃金・労働条

件等の明示がない。一方的に賃金が引き下げられた。求人募集条件と異なる不利益な取り扱いを受けた。

労災認定申請をしたい。社会保険に加入してくれない。など、上記で紹介した相談事例外にも、労働者

に取って、さまざまで深刻かつ切実な労働相談が寄せられている。   
 多くの相談者の職場には、労働組合がなく無権利状態を強いられており、労使間の対等制が大きく損

なわれるもとで使用者のコンプライアンス欠如やモラルハザードなどが、雇用・労働問題のトラブルの

原因となっている。 
 今、ブラック企業が社会問題になり、国・厚生労働省もその対策に乗り出している。一方、今こそ多

くの未組織労働者の組織化とともに、デイーセントワークの実現など、働くルール確立にむけた労働組

合の力発揮が大きく求められている。 
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労働相談事例 

 

１ ブラック事例 

（１）解 雇 

 洋服販売会社の縫製請負会社に雇われていた。毎年・年末の繁忙時期に支払われていた特別手当につ

いて、会社・社長に「今年は、いつ支払われますか」と、問いかけたところ、これに社長が立腹し、ま

ともに答えないまま立ち去り、翌日になって、「あなたは解雇です」と、何らの理由説明もなしに、同

日付で解雇された。 

 ７年間、主に高知の自宅から日帰り（往復４時間余かけて）で、県外（四国内）の同洋服販売会社・

３支店（作業場）での掛け持ち仕事を指示されて働いてきた。この間、年次有給休暇は一度も取れず、

そのうえに、休日労働も常態化し、休日手当は不払いのまま解雇された。こんな悪質会社に戻る気はな

い。職場復帰は求めない。せめて解雇予告手当や休日労働手当を請求できないか。 

 

（２）賃金不払い 

 あるサービス関連会社で１７年間、配達業務に従事している。９カ月間賃金がまったく支払われない。

幾度か、会社に支払い請求してきたが､社長は「今は金がない､金ができたら払う」と繰り返すだけで、

いつまで経っても払ってくれない。貰うまで、辞めるにもやめれない。生活できない。困っている。何

とか､会社に支払わせるよう支援をしてほしい。 

 

（３）長時間労働、休日手当、残業代不払い 

 運送会社でパート雇用として働いている。トラックで、夜間にスーパーやコンビニに食品を配達する

仕事。労働時間は、２１時から翌日８時まで。パート雇用ながらも１日あたり、８時間を超えて仕事を

している。１年間を通して、平均で毎月、２８日勤務。交替要員がいないので、月によっては、1 日も休

めないこともある。３年間、働く中で年次有給休暇はまったく取れない状態が続いている。しかも休日

出勤手当や残業代が支払われない。このままでは、体が持たない。家族も心配している。 

  

（４）内定取り消し 

 ハローワークの紹介で、ある病院の看護師の求人募集に応募し、面接し、雇用契約が内定して就職日

まで決まっていた。ナースシューズも自前で買い、勤務に備えていた矢先、病院から「申し訳ありませ

んが、こちらの都合で、雇用契約を取り消させていただきます」との電話連絡があった。まともな説明

もなしに内定を取り消された。納得できない。解雇と同じではないか。雇用者責任を追求できないか。

支援してほしい。 

 

（５）退職強要 

 １７年間、老人ホームで介護職として働いていた。６０歳を迎えた経理事務担当職員が退職すること

になり、これに伴い、介護職から経理事務に職種変更を命じられた。 
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 前任者からの簡単な引き継ぎだけで、初めての経理事務に従事することになった。不慣れな業務だけ

にその日の仕事の区切りをするのに、長時間の残業をせざるを得なくなり、このような状態が毎日のよ

うに続いた。 

 上司からは、背面、側面から監視､威圧され、「この程度の仕事ができないのか」と叱責されたりして

精神的なコントロールができなくなった。ストレスが充満しついには、うつ病を発症し、病院治療を受

けるようになった。 

 これまでに、仕事に自信が持てない、努力をしても満足な仕事ができないので、元職に戻してほしい

と上司に何度も願い出てたが、応じてくれないばかりか、「今の仕事ができなければ、辞めるしかない」

と脅され退職をすることになった。本心は辞めたくなかったので、職場復帰を含めそこそこ納得できる

ような方法はないのか支援をしてほしい。 

 

（６）自死行為 

 国の助成制度で研修を受け、鉄鋼関係の会社に就職をした。溶接技術の基本を習い、ある一定程度、

関連作業ができるようになっていたが、実際の作業では、完成品を作るまでには至らなかった。上司か

ら、毎日のように「仕事が遅い、覚えが悪い」と､罵倒され、時には殴られ､蹴られもした。 一生懸命、

努力をし、先輩社員や同僚の前では明るく振る舞い、我慢をしてきたが、ついには思い悩んで首つり自

殺を図った。 

 

２ 労働組合加入で問題解決した事例 

（１）パワハラ解雇の撤回、謝罪表明、職場復帰を実現 

 病院が経営する介護施設で正規雇用の介護職員として働いてきた。入所者への虐待行為や職員間の協

調性の欠如など、いわれなき理由を同僚が上司に言い上げ、これをうのみにした上司（数人）らに、数

回にわたり一室で囲まれ威圧されるなかで、自白や始末書の提出をせまられたあげく解雇された。 

 事実無根の解雇に納得できず、医労連に加盟し、同労組役員や県労連役員が交渉委任をうけ同行し、

解雇撤回・職場復帰を求める団体交渉において、施設側が解雇理由にした入所者への虐待（行為）やそ

れを言いあげた同僚職員を呼び寄せ同席させて、くわしく事情を聞き取った。 

 その結果、虐待（行為）や協調性を欠く事実はなく、その同僚と一部の上司が、非解雇者を嫌って、

虚偽の事実をデッチあげていたことが判明。施設側も労務管理や入所者管理の不十分さと虚偽の事実を

認めた。そのうえで同人に対する謝罪とともに、解雇撤回と職場復帰を認めさせ、その旨を示す「労使

協定書」も締結させた。 

 

（２）残業代の支払いを実現させ、職場環境の改善を要求 

 全国展開（経営）する運送会社で１７年間、勤務してきた。新支店長になってから、まともな労務管

理をしなくなり、勤務ごとの朝の始業時間前の請負荷物のトラック積み込み作業に要する３０分程度と

昼食休憩中の就労時間４０分程のサービス残業が暗（黙示）に強要されていた。 

 また、社員ごとの勤務シフト（編成）や担当任務の配置等も場あたり的に行われるなど、ずさんな労

務管理のもとで、年次有給休暇も自由に取れず、年間の労使（労基法３６条）協定（３，０００時間）
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を超える違法な長時間労働が蔓延化するようになった。 

 しかし、このようなひどい状態におかれてもほとんどの社員が不満を持ちながらも、あきらめ、泣き

寝入りし（させられ）、ガマンをして勤務をしている。こうした劣悪な状態とあいまって社員の退職も

相次いでいる。 

 １人の社員が勇気を出して、どうしても職場をよくしたいとの思いで、全国自動車交通労働組合総連

合会（自交総連）に加入。直後から、団体交渉を重ね、会社に対し、法令遵守（コンプライアンス）と

不払い残業代の支払い、職場改善、健全な労務管理を要求している。 

 これに賛同した１人（社員）も労働組合に加わり、２人の残業実態にそった時間記録をもとにして、

その事実を立証し、残業代の支払いを請求したところ、会社も黙示的に残業させてきた事実を認め残業

代を支払ってきた。 

 その他の要求でも会社に前向きに検討させ、具体的な回答を求めている。 

 こうした要求実現（前進）の成果は、四国内の同会社・当該支店全社員の残業代支払いや職場環境改

善要求実現にむけ期待も高まっており、賛同者も増えるなど労働組合結成の動きや個人加入につながっ

ている。 

 

３ まとめとして 

労働相談センターに寄せられる相談は、近年２７０件程度となっているが、そのうち１割強が面談に

までこぎつけ、多くの問題を解決してきた。 

 解雇・雇い止や賃金・残業代不払い、年次有給休暇不取得、労災申請（認定）、社会保険未加入等の

諸問題をめぐっては、県労連加盟組織に加入し、労働組合の力を背景にして団体交渉や行政機関への申

告やあっせん等により、問題解決を図ってきている。  

 今、ブラックな働かせ方、働き方が、社会問題化している。厚生労働省が、昨年１２月に発表した５

１１１社を対象とした、ブラック企業調査結果によると、８割を超える企業が、何らかの労働基準法違

反を犯していることが明らかになった。 

 そして、いま国会では、自公政権による労働者派遣法改悪や高度プロフッショナル制度と称するただ

働き法等の労働法制改悪法案の強行成立がねらわれている。 

 政府のいう有効求人倍率の上昇宣伝をよそに良質な就労は減り、実際には、福祉労働者に象徴される

ように劣悪な労働条件を強いられる非正規雇用労働者は２，００万人を超ええるなど不安定雇用や低賃

金労働者が増え続けている。 

 労働法制改悪やグラック企業の横行ともあいまって、さらなる雇用環境悪化や労働環境悪化の進行が

懸念される。今こそ、すべての労働者が、安心して働き、人間らしく働くことができるデイーセントワ

ークの実現が急務となっている。 

 労働組合の果たす役割もますます重要になってきている。県労連・労働相談センターは、すべての労

働者を視野に入れ、親身になった相談活動と問題解決にむけた積極的な支援活動を進めていく。  

以上 

 



組織名<         　　  >髙知県労連

区分 No 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 累計
1 0

2 0

以下、「新規相談」の内訳を記入してください

3 4 4 11 10 7 9 10 11 8 11 10 14 109

4 6 13 15 19 11 17 11 9 9 13 13 26 162

5     

10 17 26 29 18 26 21 20 17 24 23 40 271

6     2 2 2 1 3 1 2 1 2 16

7 2 3 1 4 3 1 3 5 5 3 3 4 37

8 2 3 3 6 2 5 3 2 4 8 4 8 50

9 2 7 4 7 5 6 7 3 3 7 7 7 65

10 1 5 2 2 6 4 1 3 1 5 5 35

11 4 3 11 8 6 6 3 6 1 3 3 14 68

10 17 26 29 18 26 21 20 17 24 23 40 271

12 4 7 8 6 5 17 12 7 7 9 13 16 111

13 4 8 2 12 6 5 5 7 7 7 3 11 77

14     9 2 1 1 1 5 19

15     1 1 2 4

16     3 3

17 2 2 7 9 5 3 3 5 3 3 4 11 57

10 17 26 29 18 26 21 20 17 24 23 40 271

18 2 8 11 11 7 9 8 5 8 9 13 13 104

19 1 4 4 5 3 3 2 6 5 5 2 5 45

20 1 2 4 3 1 4 1 1 2 1 20

21     0

22     0

23 6 3 7 10 7 10 10 8 4 8 8 21 102

10 17 26 29 18 26 21 20 17 24 23 40 271

24 3 1 7 8 3 4 3 5 1 1 5 6 47

25 1 1 2 1 1 1 2 2 11

26 3 3 5 2 9 3 4 3 4 5 8 49

27 1 1 2 2 2 2 1 1 4 1 3 20

28 2 3 1 3 2 1 3 15

29 1 1 1 1 3 2 9

30     2 1 3 2 8

31 3 5 6 3 4 6 5 5 4 6 2 6 55

32 2 1 5 2 3 1 2 2 1 4 2 7 32

33     1 1

34 1 2 2 1 1 3 1 2 3 1 17

35 メンタル不全・疾患 1

36     2 1 3

37     1 2 3

38 不明     0

10 17 26 29 18 26 21 20 17 24 23 40 271

39 1 5 6 2 2 2 1 1 17 37

40 1 2 1 1 1 1 7

41 2 2 7 9 5 6 6 6 8 10 11 5 77

42 2 2 2 5 2 4 4 5 2 5 4 1 38

43 インターネットＨＰ,メール 1 2 2 2 5 8 6 5 4 5 2 4 46

44     0

45 不明 4   ５ 7 11 5 5 3 4 2 4 4 12 61

10 17 26 29 18 26 21 20 17 24 23 40 271

46 9 16 23 20 14 18 17 17 13 16 15 33 211

47 面談で一応解決 4 3 6 2 2 1 1 7 5 31

48 1 1 3 5 1 1 3 1 16

49 2 1 1 7 2 13

50 0

51 不明 0

10 17 26 29 18 26 21 20 17 24 23 40 271

52 6 2 2 4 1 7 2 24

53 1 1

退職の強要･勧奨

30人～99人

集計項目

男性

小　計　(新規内訳）

不明

女性

60代～

50代

小　計　(新規内訳）

100人～299人

1000人以上

派遣･請負

臨時･嘱託

パート･契約･アルバイト

300人～999人

その他（中国実習生）

雇
用
形
態

小　計　(新規内訳）

その他

小　計　(新規内訳）

解雇・雇止め

小　計　(新規内訳）

不明

労働条件切り下げ

正社員

労働相談月別集計表(2014年全国版)

相
談
内
容
（
複
数
回
答
可
）

相
談
の
契
機

小　計　(新規内訳）

その他

電話帳

団体・知人の紹介

ビラ・看板

倒産･工場移転

年
代

新規相談件数

継続相談件数

不明

不明

～20代

小　計　(新規内訳）

30代

相
談

件
数

相
談
者

支部・分会確立数

相
談
か
ら

組
織
拡
大

配転･出向･転籍

社会･雇用保険

電話･ﾒｰﾙで一応解決

相談を継続

その他

組合結成･加入

単産などの組合紹介

相
談
の
結
果

40代

事
業
所
規
模

　　～29人

加入組合員数

労働契約違反

賃金･残業等未払

マスコミ

労災･職業病

パワハラ・セクハラ･いじめ

労働時間･休暇




